
２ ． 改正後の『 人材確保等促進税制』

改正後は、 国内設備投資要件を撤廃した上

で、 人材育成への投資特典としての教育訓練

費の上乗せはそのままに、 新卒・ 中途採用に

よる外部人材の獲得をメインとした『 人材確

保等促進税制』 へと生まれ変わります。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

１ ． 従来の『 所得拡大促進税制』

中小企業者等が適

用できる『 所得拡大

促進税制』 は、 『 賃

上げ税制』 とは異な

り“ 賃上げ” の要件のみですが、 右上のよう

に2つあります。

これらの要件をすべて満たした場合の税額

控除は、 全体の賃上げ（ 増加額） がベースで

す。 また、 『 賃上げ税制』 と同様、 上乗せ措

置はありますが、 この場合の要件は『 賃上げ

税制』 と異なり、 教育訓練費の増加以外にも
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中小企業向けの 『所得拡大促進税制』

要件があります。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

２ ． 改正後の『 所得拡大促進税制』

改正により簡素化され、 賃上げ要件として

求められる値は“ 全体” のみとされました。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

いずれの改正も、 令和3年4月1日以降開始

事業年度（ 個人（ 所得税） は令和4年分） か

ら適用開始となります。

 継続雇⽤者の賃上げ
要件

 全体の賃上げ要件

(※) 経済産業省HP「 令和3年度 経済産業関係 税制改正について」 https: //www. meti . go. j p/mai n/yosan/yosan_fy2021/pdf/zei sei . pdf

税理士法人石井会計

【法人税】中小企業等経営強化法に基づく税制措置

1. 概要
　経営力向上計画の認定を受けた事業者は、計画実行のため税制上の支援措置を受けることができます。

2. 要件

　①中小企業者等とは
・資本金の額又は出資金の額が1億円以下の法人
・資本又は出資を有しない法人のうち常時使用する従業員数が1,000人以下の法人
・常時使用する従業員数が1,000人以下の個人
・協同組合等

　②指定期間
平成29年4月1日から令和5年3月31日までの期間

　③一定の設備
類型
A類型
B類型
C類型
D類型

　④指定事業
殆どの事業が対象となります。ただし娯楽業等（映画業を除く）一部の業種は対象となりません。

3. 設備の取得時期について
・原則･･･経営力向上計画の認定を受けてから設備を取得
・例外･･･設備取得後に経営力向上計画を申請する場合（D類型は例外措置不可）

　設備取得日から60日以内に経営力向上計画が受理される必要があります。
　上記の場合において税制の適用を受けるためには、制度の適用を年度単位で見ることから
　遅くとも当該設備を取得し事業の用に供した年度内に認定を受ける必要があります。

4. （参考）中小企業投資促進税制（令和4年度末まで）
・ 中小企業における生産性向上等を図るため、一定の設備投資を行った場合に、特別償却（30%）又は
税額控除（資本金3,000万円超1億円以下の中小企業者等に限る）のいずれかの適用を認める措置

・ 適用期限を2年間延⾧

　青色申告書を提出する①中小企業者等が、②指定期間内に、中小企業等経営強化法の認定を受けた経
営力向上計画に基づき③一定の設備を新規取得等して④指定事業の用に供した場合

法人税または所得税について、即時償却又は取得価額の10％（資本金3,000万円超1億円以下の法人は
7％）の税額控除が選択適用できます。（中小企業経営強化税制）

※経営力向上計画の認定は必要ありません

経営力向上計画の作成も石井会計にお任せ!詳しくは担当者までお気軽にお問合せください。

　なお、経営力向上計画の申請にあたっては、事前に工業会証明書（A類型）経産局確認書（B・C類
型）を取得することが原則となっていますが、新型コロナウイルス感染症の影響が⾧期化する等、経
営力向上計画の認定を迅速化する観点から柔軟な取り扱いを行っています。

対象設備（共通）
機械装置（160万円以上）
工具（30万円以上）

器具備品（30万円以上）
建物附属設備（60万円以上）
ソフトウェア（70万円以上）

可視化、遠隔操作、自動制御化のいずれかに該当
投資収益率が年5%以上の投資計画
生産性が旧モデル比平均1%以上向上

要件

修正ROAまたは有形固定資産の回転率が一定割合以上


